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４ まとめ ― 今後の入札制度への影響 
公共工事指名競争入札に関する一考察 
－最高裁平成 17（受）2087 号損害賠償請求事件を中心として－ 
長岡大学教授  吉 盛 一 郎

































不法・不当行為を行い、不適当と認められる者に該当する疑いのある者には、2 ケ月から 12 ヶ月間指名
































最高裁判決は 5 名の裁判官による小法廷で行われて、賛成 3 名、反対 2 名によって 2 審の判決を一部































から公共工事について約 3 年間継続して入札参加者の指名から排除されたことを理由に、Y に対し国家
賠償法 1 条 1 項に基づき損害賠償を請求した」[8]事件である。Y は指名排除の正当性を主張した。Y が







相手方の弁護士の同意も得たと判断したからであり、X を非難できないことなどから Y の主張には理由



























宮崎地裁都城支部平成 10年 1月 28日判決 
松山地裁平成 12年 3月 29日判決 
福井地裁平成 17年 3月 30日判決 
水戸地裁土浦支部平成 17年 4月 4日判決 
高松高裁平成 17年 8月 5日判決 
高松高裁平成 12月 9月 28日判決 
津地裁平成 14年 7月 25日判決 
徳島地裁平成 16年 5月 11日判決 
福岡高裁平成 17年 7月 26日判決 
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（注） 
[１] 太田和紀著『注解法律学全集 6 地方自治法Ⅱ』676頁。 
[２] 石田久和著『契約法－官庁契約の理論と実践』60-61頁。 
[３] 太田和紀著 前掲書 680頁。 
[４] 『判例時報』1953号、122-123頁。 
[５] 同上 123頁。 
[６] 同上 124頁。 





の多くがこの方法によっている。石田久和著 前掲書 64頁。 
[11] 『月刊ガバナンス』 741号、54頁。 
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